
社会福祉法人 百葉の会 

重要事項説明書 

介護老人福祉施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 



1 
 

  



2 
 

介護老人福祉施設 重要事項説明書 

＜2024 年 4 月１日現在＞ 

 

１ 事業者（法人）の概要 

事 業 者 名 称 社会福祉法人 百葉の会 

主たる事業所の所在地 山梨県南巨摩群南部町南部 8058-1 

代 表 者 名 理事長 湖 山 泰 成 

設 立 年 月 日 平成 26 年 4 月 1 日 

電 話 番 号 ０５５６－６４－１１５０ 

F A X 番 号 ０５５６－６４－１１５１ 

ホ ー ム ペ ー ジ http://www.momoha-bloom.or.jp 

 

２ 事業所（ご利用施設）の概要 

施 設 の 名 称 特別養護老人ホーム ラスール草加 

施 設 の 所 在 地 埼玉県草加市原町１丁目１１番１ 

事 業 所 指 定 番 号 １１７１８０３２９７ 

管 理 者 の 氏 名 浅井 佐知子 

電 話 番 号 ０４８－９５０－８３２２ 

F A X 番 号 ０４８－９５０－８３２３ 

ホ ー ム ペ ー ジ https://www.lasoeur-soka.com/ 

 

３ 施設の目的と運営方針 

施 設 の 目 的 

利用者一人ひとりの意思および人格を尊重し、施設サービス計画

に基づき、その居宅における生活への復帰を念頭に置いて、入居

前の居宅における生活と入居後の生活が連続したものとなるよう

配慮しながら、各ユニットにおいて利用者が相互に社会的関係を

築き、自立的な日常生活を営むことを支援する。 
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運 営 の 方 針 

① 施設は入居者に対し、健全な環境の下で、社会福祉事業に関す

る熱意と能力を有する従業者による適切な処遇が行われるよう

に努める。 

 

② 施設は、施設サービス計画に基づき、可能な限り、在宅におけ

る生活への復帰を念頭において、入居前の居宅における生活と

入居後の生活が連続したものとなるように配慮しながら、各ユ

ニットにおいて入居者が相互に社会的関係を築き、自律的な日

常生活を営むことを支援するように努める。 

③ 施設は、入居者の意思及び人格を尊重し、常に入居者の立場に

立ち指定介護福祉施設サービスの提供に努める。 

④ 施設は、明るく家庭的な雰囲気を有し、地域や家庭との結びつ

きを重視した運営を行い、市町村等保険者、居宅介護支援事業

者、居宅サービス事業者、他の介護保険施設その他保健医療サ

ービス又は福祉サービスを提供する事業者等との密接な連携に

努める。 

 

入所対象者については、要介護３から要介護５までの者及び特例入所が認められる 

者であること、退所基準については、入所中における要介護認定区分変更等において 

入所対象とならなくなった場合は退所となります。 

 

4 施設の概要 

＜ 構造など ＞ 

敷 地 ４５８５，５８㎡ 

建 物 

構 造 鉄骨造・地上５階 

延べ床面積 １，８８９．７０㎡（施設全体） 

利用定員 １９２名（1６ユニット×1２名） 

 

＜ 居室 ＞ 

居室の種類 １人あたり面積 

ユニット型個室 一室 10.76～11.86 ㎡ 

   

心身の状況により、居室の変更をお願いする場合があります。 

  また、入院等により一時的に空室状態になった場合、介護保険法に基づく対応とし

て、短期入所生活介護（ショートステイ）用の居室として転用させていただく場合があ

ります。その際は、利用者またはその家族と事前に協議のうえ決定します。 
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＜ 主な設備 ＞ 

設備の種類 室数 面積 備考 

地域交流スペース １ 157.00 ㎡  

共同生活室 16 26.66 ㎡(16 室)  

機械浴室 ３ 14.15 ㎡  

浴室（ユニット毎） 16 4.91～6.17 ㎡ 
一般浴槽と特殊浴

槽があります 

その他 厨房・事務室・会議室・職員室・相談室等 

 

5 施設の職員体制 （2024年 4月１日現在） 

従業者の職種 員数 職務の内容 

管理者 １名 施設の責任者としてその管理と統括を行う 

嘱託医師 1 名  利用者の健康管理や療養上の指導を行う 

生活相談員 ２名以上 

利用者およびその家族からの相談に適切に応じるととも

に、市町村・他事業所との連携を図るほか、ボランティア

の指導を行う 

介護職員 ６４名以上 
利用者の施設サービス計画および個別援助計画に基づく介

護を行う 

看護職員 ５名以上 

医師の指示に基づき服薬・検温・血圧測定等の医療行為を

行うほか、利用者の施設サービス計画および個別援助計画

に基づく看護を行う 

管理栄養士 １名以上 
献立の作成・栄養指導・嗜好調査および残食調査など利用

者の食事管理を行う 

機能訓練指導員  ２名以上 
利用者の施設サービス計画および個別機能訓練計画に基づ

く機能訓練を行う 

介護支援専門員  2 名以上 

利用者の心身の状況およびその有する能力・置かれている

環境などに基づき可能な限り自立した日常生活を営むこと

ができるよう施設サービス計画の作成を行う 

栄養士・調理員 ５名以上 利用者の食事の調理を行う 

事務員ほか １名以上 施設の労務管理・経理請求などを行う 

 

6 職員の勤務体制 

勤務形態 勤務時間 

早 番 ７：００～１６：００ 

日  勤  ８：３０～１７：３０ 

遅 番 １３：００～２２：００ 

夜 勤 A ２２：００～７：００ 

夜 勤 B  １６：００～９：００ 
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7 施設サービスの内容と費用 

（１）介護保険給付サービス 

ア サービスの内容 

サービスの種別 内    容 

食   事 

朝食 8：00～、昼食 12：00～、おやつ 15：00～、夕食 18：00～に 

提供します 

管理栄養士または栄養士の立てる献立により、栄養と利用者の心身状況に配慮

した食事を提供します 

入   浴 
生活リズムや生活習慣・希望などに基づいて週 2 回入浴の機会を提供します 

寝たきりなどで座位のとれない方の入浴も可能です 

排   泄 
利用者の状況に応じて適切な排泄介助を行うとともに、排泄の自立についても

適切な援助を行います 

離   床 寝たきり防止のため、できる限りの離床に配慮します 

着 替 え 生活リズムを考え、ご本人に希望を伺いながら着替えを行うように配慮します 

整 容 個人としての尊厳に配慮し、適切な整容が行われるよう援助します 

シ ー ツ 交 換 週１回行います 

洗 濯 必要に応じて衣類の洗濯を行います 

機 能 訓 練 
利用者の状況に適した機能訓練を行い、身体機能の低下を防止するように努め

ます 

健 康 管 理 
嘱託医師により、週１回以上診察日を設けて健康管理に努めます 

看護職員が中心となり、日常生活における健康管理を行います 

介 護 相 談 入所者とその家族からのご相談に応じます 

   

イ 費用 

   介護保険の適用がある場合、原則として料金表の利用料金のうち、介護保険負担割

合証記載の割合が利用者の負担額となります。 

   介護保険適用の場合でも、保険料の滞納などにより、事業者に直接介護保険給付が

行われない場合があります。その場合、料金表の金額をお支払いください。利用料の

お支払いと引き換えにサービス提供証明書を発行します。 

   発行されたサービス提供証明書は、のちに利用料の償還払いを受けるときに必要と

なります。 

   また、端数処理により実際の請求額と異なる場合があります。 

 

〇施設サービス費（ユニット型個室）（１日につき） 

＜料金表＞ 

※ 事業所のある草加市は 5 級地であるため、1 単位 10.45 円で計算します。 
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〇 加算（１日につき）                     

要介護度 単位 利用料 

本人負担 
上段：１割 

中段：２割 

下段：３割 

□ 要介護１ 670 単位 7,001 円 

701 円 

1,401 円 

 2,101 円 

□ 要介護２ 740 単位 7,733 円 

774 円 

1,547 円 

2,320 円 

□ 要介護３ 815 単位 8,516 円 

852 円 

1,704 円 

2,555 円 

□ 要介護４ 886 単位 9,258 円 

926 円 

1,852 円 

2,778 円 

□ 要介護５ 955 単位 9,979 円 

998 円 

1,996 円 

2,994 円 

種  類 単位 利用料 

本人負担 
上段：１割 

中段：２割 

下段：３割 

 看護体制加算 
入所定員が３０人または５１人以上で、 

定員超過・人員欠如に該当せず、必要数看護 

職員を配置している場合 

（Ⅰ） 

4 単位 
41 円 

  5 円 

9 円 

13 円 
常勤の看護師を１名以上配置 

（Ⅱ） 

８単位 
83 円 

9 円 

17 円 

25 円 
看護職員の数が、常勤換算方

法で、入所者の数が２５また

はその端数を増すごとに１以

上配置 

 夜勤職員配置加算 
夜勤を行う介護職員または看護職員の数が、 

最低基準を１以上上回っている場合 

（Ⅱ） 

18 単位 
188 円 

19 円 

38 円 

57 円 
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 個別機能訓練加算 

（Ⅰ） 

常勤の理学療法士などを１名以上配置し、 

個別機能訓練計画に基づき、機能訓練を行って

いる場合 

（Ⅱ） 

個別機能訓練計画の内容等を厚生労働省に 

提出し、返答に対して訓練内容の見直しを行い

訓練提供をした場合 

 

（Ⅲ） 

・個別機能訓練加算（Ⅱ）を算定、かつ口腔

衛生管理加算（Ⅱ）及び栄養マネジメント 

強化加算を算定していること 

・入居者ごとに理学療法士等が個別機能訓練

計画の内容等の情報その他個別機能訓練の 

適切かつ有効な実施のために必要な情報、 

入居者の口腔の健康状態に関する情報及び 

入居者の栄養状態に関する情報を相互に共有

していること 

・共有した情報を踏まえ、必要に応じて個別

機能訓練計画の見直しを行い、見直しの内容

について理学療法士等の関係職種間で共有し

ていること 

 

（Ⅰ）    

12 単位 
125 円 

13 円 

25 円 

38 円 

 

（Ⅱ）□   

20 単位/月 

 

209 円 

21 円 

42 円 

63 円 

（Ⅲ）□ 

20 単位/月 
209 円 

21 円 

42 円 

63 円 

□ 常勤医師配置加算    
常勤専従の医師を１名以上配置し、かつ、 

医師を常勤換算方法で入所者の数を 100 で 

除した数以上配置している場合 

25 単位 262 円 

27 円 

53 円 

79 円 

 精神科医師療養指導加算 
認知症の症状を呈する入所者が全入所者の 

3 分の 1 を占めて精神科を担当する医師に 

よる定期的な療養指導が月 2 回以上行われて

いる場合 

5 単位 52 円 

6 円 

11 円 

16 円 

 外泊時費用 
一時的に自宅などに外泊された場合 

ただし、外泊の初日と施設に戻られた日は、 

入所日同様の扱いとなり、外泊扱いになりませ

ん（月６日限度） 

246 単位 2,570 円 

257 円 

514 円 

771 円 

 初期加算 
入所日から３０日間に限って算定します 

30 単位 313 円 

32 円 

63 円 

94 円 

□ 再入所時栄養連携加算 

医療機関に入院した利用者が施設入所時 

とは大きく異なる栄養管理が必要となった際、

施設の管理栄養士と当該医療機関の管理栄養

士と連携して再入所後の栄養管理に関する 

調整を行った場合 

200 単位 2,090 円 

209 円 

418 円 

627 円 
入院等から施設に戻られた時 

一回のみ算定 
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□ 栄養マネジメント強化加算 
常勤管理栄養士を必要人数配置し、栄養ケア 

計画に従い、食事観察を実施。入所ごとの 

栄養状態、嗜好等を踏まえた食事の調整を 

実施。その情報を厚生労働省に提出し、必要な

情報収集を行い活用行った場合 

11 単位 114 円 

12 円 

23 円 

35 円 

 

□ 褥瘡マネジメント加算  

（Ⅰ）褥瘡発生を予防する為、褥瘡ケア計画に 

基づき、利用者ごとに褥瘡管理を実施。必要 

書類を厚生労働省に提出した場合。 

（Ⅱ）Ⅰの要件を満たし、施設入所時等の評価結

果、褥瘡が発生するリスクがあるとされた入所

者等について、褥瘡の発生のないこと  

*月 1 回のみ算定 

 

（Ⅰ）     

3 単位 
31 円 

4 円 

7 円 

10 円    
３ヶ月に１回を限度 

（Ⅱ）     

13 単位/月 
135 円 

14 円 

27 円 

41 円 

□ 排せつ支援加算 

（Ⅰ）入所時に医師また連携した看護師が 

評価を行い 3 月に 1 回評価を行い、その結果

を厚生労働省に提出。その結果をもとに、 

専門職間でカンファレンス内容を踏まえて 

ケアプランを作成する。その都度評価を行う 

（Ⅱ）入所者が、排泄状態の悪化がなく、 

介護状態の軽減雄見込みがあるか、もしくは

おむつの使用がありからなしへ改善している

場合 

（Ⅲ）排泄介助量の軽減があり、かつオムツ

使用ありからなしになった場合 

＊月 1 回のみ算定 

（Ⅰ）     

10 単位 
104 円 

11 円 

21 円 

32 円 

（Ⅱ）     

15 単位 
156 円 

16 円 

32 円 

47 円 

（Ⅲ）     

20 単位/月 
209 円 

21 円 

42 円 

63 円 

□ 経口移行加算 
経管により食事を摂取している利用者ごとに

経口による食事の摂取を進めるための経口移

行計画を作成し、栄養管理および支援が行わ

れた場合 

28 単位 292 円 

30 円 

59 円 

88 円 
原則１８０日以内に限り算定 

□ 経口維持加算 
経口により食事を摂取するものであって、 

摂食機能障害を有し、誤嚥が認められる利用

者に対して、栄養管理をするための食事の 

観察および会議などを行い、経口維持計画を

作成し、栄養管理を行った場合 

＊月 1 回のみ算定 

（Ⅰ） 

400 単位/月 
4,180 円 

418 円 

836 円 

1,254 円 
計画が作成された日から６月

以内の期間に限り算定 

（Ⅱ） 

100 単位/月 
1,045 円 

105 円 

209 円 

314 円 
左の理由に加え、食事の観察

および会議などに医師などが

加わった場合 
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□ 口腔衛生管理加算 
（Ⅰ）歯科医師の指示を受けた歯科衛生士も

しくは、歯科医師本人が利用者に対し、口腔

ケアを月２回以上もしくは必要回数 介護職

員への指導や助言を行い、利用者の口腔ケア

計画を作成している場合 

（Ⅱ）口腔ケア計画の内容等を厚生労働省に

提出し、返答に対して訓練内容の見直しを行

い訓練提供した場合 

＊月 1 回のみ算定 

（Ⅰ）     

90 単位/月 
940 円 

94 円 

188 円 

282 円 

（Ⅱ）     

110 単位/月 
1,149 円 

115 円 

230 円 

345 円 

 療養食加算 
医師より利用者に対し疾患治療の直接手段と

して発行された食事せんに基づき、療養食が

提供された場合 

6 単位/１食 62 円 

7 円 

13 円 

19 円 

 看取り介護加算（Ⅰ） 
常勤の看護師１名以上を配置し、２４時間 

連絡できる体制を確保し、医師が一般に認め

られている医学的知見に基づき回復の見込み

がないと診断した利用者について、その人 

らしさを尊重した看取りができるよう支援 

した場合 

 

72 単位 
752 円 

76 円 

151 円 

226 円 
（死亡日以前 31 日以上 

45 日以下） 

 

144 単位 
1,504 円 

151 円 

301 円 

452 円 
（死亡日以前４日以上 

３０日以下） 

 

680 単位 
7,106 円 

711 円 

1,422 円 

2,132 円 
（死亡日の前日および前々日） 

1,280 単位 13,376 円 

1,338 円 

2,676 円 

4,013 円 
（死亡日） 

□ 認知症専門ケア加算 
認知症介護について一定の経験を有し、 

国や自治体が実施または指定する認知症ケア

に関する専門研修を修了した者を配置してい

る場合 

（Ⅰ） 

３単位 
31 円 

4 円 

7 円 

10 円 
認知症症状の占める割合が 

５０％以上であり、かつ、 

専門的研修修了者を必要数配

置している場合 

（Ⅱ） 

4 単位 
41 円 

5 円 

9 円 

13 円 
（Ⅰ）の条件を満たし、加え

て 認知症介護の指導に係る

研修を終了しているものを１

名以上 

配置している場合 
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□ サービス提供体制強化加算 
職員の配置状況により算定する 

（Ⅰ） 

22 単位 
229 円 

23 円 

46 円 

69 円 
介護職員の総数のうち、介護

福祉士の占める割合が 8０％

以上 

（Ⅱ） 

18 単位 
188 円 

19 円 

38 円 

57 円 
介護職員の総数のうち、介護

福祉士の占める割合が 6０％

以上 

（Ⅲ） 

６単位 
62 円 

7 円 

13 円 

19 円 
利用者に直接提供する職員の

総数のうち、介護福祉士の占

める割合が５０％以上もしく

は常勤職員 75%以上 

 日常生活継続支援加算（Ⅱ） 
新規入所者の総数のうち、要介護状態区分が

要介護４若しくは要介護５の者の占める割合

が７０％以上又は日常生活自立度のランク

Ⅲ、Ⅳ又はＭに該当する認知症の入所者の占

める割合が６５％以上である場合 
介護福祉士の数が、常勤換算方法で、入所者

の数が６又はその端数を増すごとに１名以上

である場合 
入所者の数が市町村長に提出した運営規定に

定められている入所定員を超えていない場合 

46 単位 480 円 

48 円 

96 円 

144 円 

□ 科学的介護推進体制加算 
（Ⅰ）ADL 値、栄養状態、口腔機能、認知症の

状況その他の心身状況等に係る基本的な情報

を厚生労働省に提出をしている場合 

必要に応じてサービス計画書を見直し、サービ

ス提供にあたり、適切かつ有効に提供するため

に必要な情報を活用している場合 

（Ⅱ）上記内容と合わせて、疾病の状況等を提

供している場合 

※月 1 回のみ算定 

（Ⅰ） 

40 単位/月 
418 円 

42 円 

84 円 

126 円 

（Ⅱ） 

50 単位/月 
522 円 

53 円 

105 円 

157 円 
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□ 生産性向上推進体制加算 

（Ⅰ） 

・（Ⅱ）の要件を満たし、（Ⅱ）のデータにより業務

改善の取組による成果が確認されていること 

・見守り機器等のテクノロジーを複数導入している

こと 

・職員間の適切な役割分担（いわゆる介護助手の活

用等）の取組等を行っていること 

・１年以内ごとに１回、業務改善の取組による効果

を示すデータの提供（オンラインによる提出）を行

うこと 

 

（Ⅱ） 

・利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び

職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員

会の開催や必要な安全対策を講じた上で、生産性向

上ガイドラインに基づいた改善活動を継続的に行っ

ていること 

・見守り機器等のテクノロジーを１つ以上導入して

いること 

・１年以内ごとに１回、業務改善の取組による効果を

示すデータの提供（オンラインによる提出）を行うこ

と 

（１） □ 

100 単位/月 
1,045 円 

  105 円 

209 円 

314 円 

（２）□ 

10 単位/月 
104 円 

11 円 

21 円 

32 円 

 安全対策体制加算 
施設内に安全対策部門を設置し、組織的に安全

対策を実施する体制が整備されている場合 

20 単位 

 

 

209 円 

21 円 

42 円 

63 円 

新規入居時 1 回 

 協力医療機関連携加算 
協力医療機関との間で、入居者等の同意を得

て、当該入居者等の病歴等の情報を共有する会

議を定期的に開催している場合 

（協力医療機関の要件） 

① 入居者等の病状が急変した場合等において、 

医師又は看護職員が相談対応を行なう体制を 

常時確保していること 

➁ 高齢者施設等からの診療の求めがあった場合に 

おいて、診療を行う体制を常時確保していること 

③ 入居者等の病状急変した場合等において、 

入院を要すると認められた入居者等の入院を 

原則として受け入れる体制を確保していること 

（１） 

100 単位/月 
1,045 円 

  105 円 

209 円 

314 円 
協力医療機関の要件を全て満

たす場合（月 1 回） 

（２）□ 

5 単位 
52 円 

6 円 

11 円 

  16 円 
（１）以外の場合 

 退所時情報提供加算 

医療機関へ退居する入居者等について、退所

後の医療機関に対して入居者等を紹介する

際、入居者等の同意を得て、当該入居者等の

心身の状況、生活歴等を示す情報を提供した

場合 

250 単位 2,612 円 

262 円 

523 円 

784 円 

入居者 1 人につき 1 回 
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 退所時栄養情報連携加算 
管理栄養士が、退所先の医療機関等に対して、 

特別食を必要とする入所者又は低栄養状態にある

と医師が判断した入所者の栄養管理に関する情報

を提供した場合 

70 単位 731 円 

74 円 

147 円 

220 円 

入居者 1 人につき 1 回 

□ 高齢者施設等感染対策向上 

加算 
（Ⅰ） 

・第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の

発生時等の対応を行う体制を確保していること 

・協力医療機関等との間で新興感染症以外の一般的

な感染症の発生時等の対応を取り決めるとともに、

感染症の発生時等に協力医療機関等と連携し適切に

対応していること 

・診療報酬における感染対策向上加算又は外来感染

対策向上加算に係る届出を行った医療機関又は地域

の医師会が定期的に行う院内感染対策に関する研修

又は訓練に１年に１回以上参加していること 

（Ⅱ） 

診療報酬における感染対策向上加算に係る届出を行

った医療機関から、３年に１回以上施設内で感染者

が発生した場合の感染制御等に係る実地指導を受け

ていること 

（Ⅰ）□ 

10 単位/月 
104 円 

  11 円 

21 円 

32 円 
協力医療機関の要件を全て満

たす場合（月 1 回） 

（Ⅱ）□ 

5 単位/月 
52 円 

6 円 

11 円 

16 円 
（１）以外の場合 

□ 新興感染症等施設療養費 

入居者等が別に厚生労働大臣が定める感染症

に感染した場合に相談対応、診療、入院調整

等を行う医療機関を確保し、かつ、当該感染

症に感染した入居者等に対し、適切な感染対

策を行った上で、該当する介護サービスを行

った場合 

*１月に１回、連続する５日を限度として算定 

240 単位 2,508 円 

251 円 

502 円 

753 円 

□ 認知症チームケア推進加算

（Ⅰ） 

(１) 施設における入所者の総数のうち、周囲

の者による日常生活に対する注意を必要とす

る認知症の者の占める割合が２分の１以上で

あること 

(２)認知症の行動・心理症状の予防等に資す

る認知症介護の指導に係る専門的な研修を修

了している者又は認知症介護に係る専門的な

研修及び認知症の行動・心理症状の予防等に

資するケアプログラムを含んだ研修を修了し

た者を１名以上配置し、かつ、複数人の介護

職員から成る認知症の行動・心理症状に対応

するチームを組んでいること 

（Ⅰ）□ 

150 単位/月 
1,567 円 

157 円 

314 円 

471 円 



13 
 

 

 

(３) 対象者に対し個別に認知症の行動・心理

症状の評価を計画的に行い、その評価に基づ

く値を測定し、認知症の行動・心理症状の予

防等に資するチームケアを実施していること 

(４) 認知症の行動・心理症状の予防等に資す

る認知症ケアについて、カンファレンスの開

催、計画の作成、認知症の行動・心理症状の

有無及び程度について定期的な評価、ケアの

振り返り、計画の見直し等を行っている場合 

（Ⅱ） 

上記（１）、（３）、（４）を満たし、認知症の

行動・心理症状の予防等に資する認知症介護

に係る専門的な研修を修了している者を１名

以上配置し、かつ、複数人の介護職員から成

る認知症の行動・心理症状に対応するチーム

を組んでいる場合 

（Ⅱ）□ 

120 単位/月 
1,254 円 

126 円 

251 円 

377 円 

※ 令和6年 6月 1日～対象 
 介護職員処遇改善加算 

□（Ⅰ）新加算（Ⅱ）に加え、以下の要件を満た

すこと。経験技能のある介護職員を事業所内で一定

割合以上配置していること。 

（Ⅱ）新加算（Ⅲ）に加え、以下の要件を満た

すこと。 改善後の賃金年額 440 万円以上が１人

以上。 職場環境の更なる改善、見える化。 

□（Ⅲ）新加算（Ⅳ）に加え、以下の要件を満た

すこと。 資格や勤続年数等に応じた昇給の仕組み

の整備。 

□（Ⅳ）新加算（Ⅳ）の 1/2（7.2%）以上を
月額賃金で配分。 職場環境の改善（職場環境等
要件）。 賃金体系等の整備及び研修の実施等 

 

 

算定した単位数の 

（Ⅰ）14.0％ 

（Ⅱ）13.6％ 

（Ⅲ）11.3％ 

（Ⅳ）9.0％ 

 

 

※ 以下加算は令和 6年 5月 31日まで算定可能 

 介護職員処遇改善加算 
介護職員の賃金の改善などを実施している場

合 

（Ⅰ） 

 
算定した単位数の 

8.3％ 

 介護職員等特定処遇 

改善加算 
特定処遇改善加算は、技能・経験のある 

介護職員の処遇改善を目的に、介護報酬を 

さらに加算して支給する制度 

（Ⅰ）□ 

（Ⅱ） 

 

 
算定した単位数の 

（Ⅰ）２.７％   

（Ⅱ）２.３％ 

 

 介護職員等ベースアップ等 

支援加算 
処遇改善加算Ⅰ～Ⅲのいずれかを取得してい

る事業所（現行の処遇改善加算の対象サービ

ス事業所） 

賃上げ効果の継続に資するよう、加算額の

2/3 は介護職員等のベースアップ等に使用す

ることを要件とする 

 

 

算定した単位数の 

1.６％ 
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〇 減算（１日につき） 

種  類 単 位 利用料 本人負担 

□ 身体拘束廃止未実施減算 

身体拘束の適正化を図るため、措置を講じ

なかった場合 

所定単位  
算定した単位数の 

1％の減算 

□ 高齢者虐待防止措置未実施

減算 

虐待の発生又はその再発を防止するための

措置が講じられていない場合 

所定単位  
算定した単位数の 

1％の減算 

□ 業務継続計画未実施減算 

感染症や非常災害の発生時において、業務

継続計画を策定しておらず必要な措置を講

じられていない場合 

所定単位  
算定した単位数の 

3％の減算 

 

 

２）介護保険給付対象外サービス 

  ウ サービスの内容と費用 

利用料の全額を負担していただきます 

種類 内容 利用料 

居住費 

（１日あたり） 

負
担
段
階 

第１段階 

市町村民税世帯非課税の老人福祉年金受給者また

は生活保護受給者 

820 円 

R6.8.1～ 

880 円 

第２段階 

市町村民税世帯非課税であって、課税年金収入額

と世帯合計所得金額の合計が ８０万円以下の方 

820 円 

R6.8.1～ 

880 円 

第３段階①② 

市町村民税世帯非課税であって、上記に該当しな

い方 

1,310 円 

R6.8.1～ 

1,370 円 

第４段階 

上記以外の方 
2,500 円 

食費 

（１日あたり） 

負
担
段
階 

第１段階 居住費と同様 300 円 

第２段階 居住費と同様 390 円 

第 3 段階① 

市町村民税世帯非課税であって、課税年金 

収入額と世帯合計所得金額の合計が 80 万円 

以上 120 万円以下の方 

650 円 



15 
 

第 3 段階➁ 

市町村民税世帯非課税であって、課税年金 

収入額と世帯合計所得金額の合計が 120 万円 

超えている方 

1,360 円 

第４段階  

居住費と同様 
1,800 円 

理髪・美容 
出張理美容サービスをご利用いただけま

す 
実費 

日用品費 

日常生活に要する費用 

○レクリエーション費用 

○クラブ活動費用 

○お菓子、衣類販売等の購入代金 

実費 

個人が希望する

検診等 

○インフルエンザ等予防接種 

○その他個人希望により実施する健診等 
実費 

個別外出費用 

希望により個別に施設の車両を使用し、 

職員が同行した場合、距離に応じて交通費

相当分をご負担いただきます 

実費 

私物の洗濯代 

施設にて洗濯のできない衣類、または 

利用者の希望によるクリーニングの場合、

クリーニング代をご負担いただきます 

実費 

領収書の再発行 
発行させていただいた領収書を紛失等 

により再発行する場合 

1 カ月 

500 円 

    

その他施設サービスの中で提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要とな

るものに係わる費用であって、利用者にご負担いただくことが適当と認められる費用

は、利用者の負担となります。 

 

8 利用料金などのお支払方法 

 利用料の支払いは、事業者が当月の料金合計額の請求書を翌月１５日以降に入居者

（甲）、利用者の身元引受人（後見人がいる場合は後見人。以下「身元引受人等」といい

ます）または入居者（甲）の連帯保証人に送付し、その請求書に基づきご指定の金融機関

口座から自動引き落としにより翌月 2７日までに支払いを受けるものとします。事業者

は、入居者（甲）、身元引受人等または入居者（甲）の連帯保証人から料金の支払を受け

たときは、入居者（甲）、身元引受人等または入居者（甲）の連帯保証人に対し領収書を

発行します。 
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9 サービス内容に関する苦情など相談窓口 

当施設のお客様相談窓口 

受付担当者 生活相談員 

解決責任者 浅井 佐知子 

受付時間 月～金曜日 ９：００～１７：００ 

電話番号 （０４８－９５０－８３２２） 

 

＜ 手順 ＞ 

  ①苦情受付 

   ・苦情受付担当者は苦情を随時受け付ける 

   ・苦情受付担当者は苦情解決責任者である施設長へ報告する 

  ②苦情受付に際し、次の事項を苦情報告書に記載し、その内容について苦情申出人に

報告する 

   ・苦情の内容 

   ・苦情申出人の希望など 

   ・行政機関などへの報告の要否 

   ・苦情申出人と苦情解決責任者の話し合いへの行政機関などの助言、立会いの要否 

  ③苦情解決に向けての話し合い 

   ・苦情解決責任者は、苦情申出人との話し合いによる解決に努める 

  ④苦情解決結果の報告 

   ・苦情解決責任者は、苦情申出人に改善を約束した事項について、苦情申出人およ

び施設介護支援専門員に対して決定事項とその経過について報告する 

 

＜当施設窓口以外の苦情受付機関＞ 

受付機関 連絡先 

当施設より委嘱した 

外部の苦情受付窓口 
第三者委員 

金子大助 

070⁻4545⁻4090 

行 政 機 関 な ど 

受 付 機 関 

草加市役所 

健康推進部 地域介護課 

埼玉県草加市高砂 1 丁目 1 番 1 号 

048-922-1032 

埼玉県国民健康保険団体

連合会  

介護福祉課 苦情対応 

埼玉県さいたま市中央区大字下落合

1704 番（国保会館） 

048⁻824-2568 

埼玉県運営適正化委員会 

さいたま市浦和区針ヶ谷 4-2-65 

彩の国すこやかプラザ １階 

048⁻822⁻1243 
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10 緊急時の対応 

 嘱託医師および看護職員が常に利用者の健康状態を注意し、必要に応じて適切な診療・

指導を行うよう誠意を持って対応します。 

 利用者に病状の急変が生じた場合などにより、自ら必要な医療を提供することが困難で 

あると認めたときは、他の医師の診察を求めるなど診療について適切な対応を講じます。 

 

11 秘密保持及び個人情報の保護 

① 事業者及びその従業者は、業務上知り得た利用者、その身元引受人および連帯保証人の

秘密を正当な理由なく、在職中及び退職後において、第三者に漏らしません。これは、

この契約終了後も同様とします。 

② 事業所は、利用者の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」及び厚生労働省

が策定した「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイドラ

イン」を遵守し、適切な取り扱いに努めるものとします。 

③ 事業所は、利用者の個人情報については利用者から、その家族の個人情報についてはそ

の家族から予め文書で同意を得ない限り、利用者のケアプラン等の立案のためのサービ

ス担当者会議、居宅サービス事業者等との連絡調整等において、利用者又はその家族の

個人情報を用いません。 

 

12 事故発生時の対応 

  施設サービスの提供にあたって、事故が発生した場合、速やかに利用者の身元引受人

等及び市町村に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 

 事故により利用者に損害が発生した場合、その損害を賠償します。ただし、当施設に故

意または過失がない場合はこの限りではありません。 

 当該事故発生につき利用者に過失がある場合、損害を賠償しない、または賠償の額を減

額することができます。 

 

＜ 事故発生対応手順 ＞ 

①事故発見者は、利用者の安全を確認し看護職員を呼ぶ 

②看護職員は、次の事項を確認する 

⑴外傷の有無、⑵痛みの有無、⑶部位の確認、⑷バイタルサインの測定 

   ⑸事故の状況観察 

  ③外傷、骨折などの疑いのない場合は、安静を保ち経過観察を行う 

   相談員（必要に応じて看護職員）よりご家族などに状況および対応を報告する 

  ④外傷、骨折などの疑いのある場合は、施設長に報告する 

  ⑤外来受診が必要な場合は、車両を手配（重症の場合は救急車）すると同時に、受診

先病院への連絡を行う 

   相談員（必要に応じて看護職員）よりご家族などに状況および対応を報告する 

 

13 損害賠償責任等 

事業者は、サービスの提供に伴い、自己の責に帰すべき事由により利用者に生じた損害

について賠償する責任を負うものとします。但し、利用者およびその身元引受人等に故意
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又は過失が認められる場合、又は利用者に生じた損害の原因がサービスプランに設定され

ていない場合はこの限りではありません。 

事業者は、利用者およびその身元引受人等が第 17 条及び第 18 条に定める事項に反し

た場合、若しくは故意又は重大な過失によって他の利用者又は事業所が損害を被った場

合、利用者にその相当額の賠償を求め、身元引受人等については、保証限度額（10 万

円）を限度としてその賠償を求めることができるものとします。 

利用者は、自己の責に帰すべき事由により事業所及び職員に損害を与えた合、

その損害について賠償する責任を負います。 

利用者が、正当な理由なく利用料金の支払いを２ヶ月以上遅延し、相当期間を定

めた催促にも係わらずこれを支払わない場合、契約を終了し、利用者、および連帯

保証人に相当額の賠償を求めることができるものとします。 

 

14 非常災害時の対策 

非常時の 

対応 

別に定める「特別養護老人ホーム ラスール草加消防計画」に則り 

対応を行います 

避難訓練 

および 

防災設備 

別に定める「特別養護老人ホーム ラスール草加消防計画」に則り

年２回夜間および昼間を想定した避難訓練を、利用者の方も参加

して行います 

設備名称 有無 設備名称 有無 

スプリンクラー あり 非常通報設備 あり 

避難階段 あり 屋内消火栓 あり 

自動火災報知器 あり ガス漏れ探知機 あり 

誘導灯 あり 消火器 あり 

消火栓 あり 排煙設備 あり 

 

15 協力医療機関 

名 称 社会医療法人社団大成会 武南病院 

所 在 地 埼玉県川口市東本郷２０２６ 

電 話 番 号 ０４８－２８４－２８１１ 

 

名 称 医療法人社団 渋美会 ひかりクリニック城東 

所 在 地 東京都足立区綾瀬４－８－１７ 相善ビル４階５階 

電 話 番 号 ０３－５８４９－３８９５ 
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   ＊令和 6 年 4月 1 日以降（予定） 

名 称 医療法人社団 協友会 東川口病院 

所 在 地 埼玉県川口市東川口２－１０－８ 

電 話 番 号 ０４８－２９５－１０００ 

 

16 協力歯科医療機関 

名 称 草加東口歯科クリニック 

所 在 地 埼玉県草加市高砂２－１１－２０ ３F 

電 話 番 号 ０４８－９２１－０８０８ 

 

17 ご利用の際にご留意いただく事項 

来 訪 ・ 面 会 

正面玄関解放時間 8 時 30 分～17 時 30 分 

面会時間（変動あり） 10 時 00 分～16 時 00 分 

正面受付に設置しております、面会簿に必要事項をご記入くださ

い。 

面会時に飲酒や、大声で怒鳴るなどの行為はおやめください。 

飲食について 

＊事前にお渡ししている「差し入れについて」の文書を必ずご確認くだ

さい。正面玄関にも記載してございます。 

飲食物の持ち込みの際は、腐敗・誤飲・誤嚥などの事故防止のため、

必ず職員にお声掛け下さい。 

又、持ち込まれる飲食物に関しては食中毒発生の危険性もあります

ので、その場で食べきれる程度の範囲でお願い致します。 

場合によっては、お預かりさせていただく事がありますので、ご了

承ください。 

外 出 ・ 外 泊 
外出・外泊の際には、所定の書式に記載いただき、必ず行き先と帰

設日時を職員に申し出ください。 

居 室 ・ 設 備 

器 具 の 利 用 

施設内の居室や設備、器具は本来の方法に従ってご利用ください。 

これに反したご利用により破損などが生じた場合、弁償していただ

くことがあります。 

喫 煙 ・ 飲 酒 喫煙及び飲酒はご遠慮ください。 

迷惑行為など 

利用者、職員や当施設を利用されている方に対し、脅迫・暴力行為・

セクシャルハラスメント等の迷惑行為及び反社会的行為はご遠慮 

ください。 

また、むやみに他の利用者の居室などに立ち入らないでください。 
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所 持 金 品 の 

管 理 

高額・高価格の金品の持ち込みは原則お断りいたします。 

その他の所持金品は、自己の責任で管理してください。 

宗 教 活 動 

政 治 活 動 

施設内で他の利用者などに対する執拗な宗教活動および政治活動は

ご遠慮ください。 

動物飼育など 
施設内への危険物・ペットの持ち込みおよび飼育は原則お断りしま

す。 

 

18 その他 

 ＜ 身体拘束ゼロの取り組みについて ＞ 

   利用者または他の利用者などの生命または身体を保護するための緊急やむを得ない

場合を除き、隔離・身体的拘束・薬剤投与・その他の方法により利用者の行動を制限

する行為は一切行いません。緊急やむを得ない状態が生じた場合には、マニュアルに

沿って介護保険法にて定められた手順に従い対応します。また同時に、その解除を早

期にできるように努力いたします。 

 

 ＜ 看取りについて ＞ 

   ご契約時に可能な限り利用者・ご家族などのご意向を確認させていただきます。 

   その後は「特別養護老人ホーム ラスール草加看取り指針」に基づき、その都度ご

意向の確認、嘱託医による説明、施設担当者との話し合いを重ね、施設での看取りが

可能となった場合には、利用者の心身の苦痛の緩和に努めて参ります。 

   また、ご家族のご心情も重く受け止め、ご家族の精神的支えとなるよう努めて参り

ます。 

 

＜ 虐待防止の取り組みについて ＞ 

虐待の発生又はその再発を防止するため、虐待防止の取り組みを適切に実施するための

担当者を置き、虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等の活用可

能）を定期的に開催するとともに、その結果について、職員に周知徹底を図ります。 

また、虐待の防止のための指針を整備し、職員に対し虐待の防止のための研修を定期的

に実施します。 

 

 ＜ 感染症まん延防止等の取り組みについて ＞ 

   感染症の発生又はそのまん延を防止するため、委員会の開催、指針の整備、研修の実

施等に加え、訓練（シミュレーション）の実施を行います。 

   また、感染症や災害が発生した場合であっても、必要な介護サービスが継続的に提供で

きる体制を構築する観点から、業務継続に向けた計画等の策定、研修の実施、訓練（シミ

ュレーション）の実施等に取り組んで参ります。 
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 ＜ ご理解とご協力のお願い ＞ 

① 病院受診同行について 

 入居されてからの利用者の定期受診および薬受け取りは、ご家族などにご協力

をお願いすることがあります。受診時において、施設職員のみでは医師から直接

説明を受けられない場合もあり、ご家族などが同行の場合、その場で医師からの

説明を受け結論を出す可能性が高く、早期の対応ができやすくなります。 

 ただし、様々な状況により困難な場合は、相談員にご相談ください。 

 

② 日用品などについて 

 施設が提供すべきものに該当しない日用品などに関しては、ご家族などでの購

入をお願いいたします。利用者からの要望があった場合は、相談員より連絡いた

しますので、施設へお届けいただくか郵送をお願いいたします。 

 ただし、様々な状況により困難な場合は、相談員にご相談ください。 

 

③ 金銭について 

 施設内における金銭トラブルを避けるためにも、利用者が金銭管理できる状態

でない場合は、利用者のもとでの金銭の管理はご遠慮願います。 

 

④ 入院中の対応について 

 ３ヶ月以内に退院することが明らかに見込まれるときは、希望により当施設へ

再び優先的に入居できるものとします。 

 また、退院前日までの所定の利用料金および居住費（2,500 円／日）をご負担

していただきます。 

 なお、入院期間中に別の方に居室を短期入所生活介護として活用することがあ

ります。この場合は、所定の利用料金および居住費を支払う必要はありません。 

 

19 ハラスメント対策に関する事項 

    介護現場で働く職員の安全確保と安心して働き続けられる労働環境が築けるよう

ハラスメントの防止に向け取り組みます。 

ハラスメント指針を整備し、窓口を明確化するとともに、職員に周知します。 

職員に対し、ハラスメントに対する基本的な考え方について定期的に研修などを

実施します。また、職員との面談や会議等の場を定期的に設け、ハラスメント発生

状況の把握に努めます。 

カスタマーハラスメントと判断された場合には、行為者に対し、関係機関への連

絡、相談、環境改善に対する必要な措置、利用契約の解約等の措置を講じます。 

 

20 介護現場における生産性の向上に資する取組事項 

    介護現場における課題を抽出及び分析した上で、当事業所の状況に応じて、利用

者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討す

るための委員会の設置をいたします（令和９年３月までは経過措置期間となります）。 
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21 第三者評価の実施の有無について 

   事業所のサービスの質について、自己評価及び外部評価等を実施し、継続的な改善

に努めると共に、その結果を公表します。 

● 第三者評価の実施の有無・・・無 
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以上の内容を証するため、甲および乙は署名のうえ、本重要事項説明書を２通作成し、甲・乙が

１通ずつ保有します。 

 

    年    月    日 

 

 

（利用者 甲） 
  私は、以上の重要事項につき説明を受け、その内容を理解し、本契約を申し込みます。 
 

住 所  

氏 名 
 

 
 
 
（後見人） 
  私は、以上の重要事項につき説明を受け、その内容を理解し、後見人の責任についても理解し同

意しました。 
 

住 所  

氏 名 

 

続 柄  

 
 
 
（身元引受人） 
  私は、以上の重要事項につき説明を受け、その内容を理解し、身元引受人の責任についても理解

し同意しました。 
 

住 所  

氏 名 

 

続 柄  

 
 

（事業者 乙） 
  当施設は、サービスの提供開始にあたり以上の重要事項について説明しました。 

              

 

 

 

 

                 住  所  山梨県南巨摩群南部町南部 8058-1               

                   事 業 者   社会福祉法人 百葉の会    

                 代表者名  理事長 湖 山 泰 成  

事業所名   特別養護老人ホーム  ラスール草加    

（事業所番号） １１７１８０３２９７ 

説明者氏名                 
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